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（様式１） 

国立大学法人北海道大学事業報告書 

 

「国立大学法人北海道大学の概略」 

１．目標 

北海道大学は大学院を中心とする研究主導型の基幹総合大学であり，その起源は明治９年

（１８７６年）に誕生した日本で最初の近代的高等教育機関である札幌農学校に遡る。 

実学を尊ぶリベラルな学園として出発した本学は，その後，東北帝国大学農科大学，北海道

帝国大学を経て，昭和２２年（１９４７年）の学制改革により北海道大学となったが，今般，  

平成１６年（２００４年）４月より，国立大学法人北海道大学として，新世紀における知の創

成，伝承，実証の拠点たる大学の存在意義を厳しく自覚し，その在り方を不断の自己評価によ

り見つめ，さらに自己改革を進める体制を整備するに至った。 

北海道大学は，その長きにわたる歴史のなかで，「フロンティア精神」，「国際性の涵 

養」，「全人教育」そして「実学の重視」という四つの基本理念を一貫して掲げ，学問の自 

主，自由を培ってきた。すなわち，それぞれの時代の課題を受け止め新しい道を拓くこと，多

様な世界に精神を開くこと，豊かな人間性と高い知性を兼ね備え，広い視野と高い識見を求め

ること，そして，常に社会と学術双方に向けられた旺盛な実証的探求心の重視である。 

北海道大学はこれらの基本理念の今日的具体化を志向し，教育研究を通じて，人類の福祉，

科学，文化及び産業の発展に寄与することを社会的使命とする。 

この使命を達成するため，北海道大学は，教育においては専門教育とリベラルアーツの有機

的調和に立脚しつつ，高度の専門性と高い倫理観を有し，様々な分野において活躍する指導的

中核的人材を育成し，それにより日本及び世界の発展に貢献することを目指す。研究において

は，自然，人間，社会に関する真理を探究し，知の創成，新たな価値の創造に務めるため，常

にその活動を前進させる責務を負う。そして，社会貢献においては，開かれた大学として産業

界，地域社会，国際社会との連携により，常に教育研究の成果を広く還元することに努めなけ

ればならない。 

 

２．業務 

  本学は法人化後のトップマネージメントを支える体制として，５つの総長室（企画・経営室，

教育改革室，研究戦略室，国際交流室，施設・環境計画室）と，総長室から独立した評価室及

び広報室を置き，役員補佐として 15 名の教員を配置している。各室は，全学的視点による企

画･立案を行い，最終的には役員会の議を経て総長が大学としての意志を決定している。平成

18 年度には，財政基盤強化のため，総長直轄の基金室（室長は総長）を設置し，50 億円を目

標額に募金活動を開始した。 

戦略的な資源配分としては，引き続き重点配分経費（平成 18 年度は総額で約 16 億円）を，

人獣共通感染症リサーチセンター，大学病院給食施設の新営事業等に配分し，各総長室の提案

事項にも配分した。また，全学運用教員（実績数：教授ポスト 22，助教授ポスト 25，講師ポ

スト１，助手ポスト 21，ポストの格上等の措置８）については，総長のリーダーシップによ

り，学生に対するカウンセリング機能の充実，新設組織等に対する支援及び 21 世紀ＣＯＥプ
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ログラムへの支援などに重点的に配分した。 

中期計画の進捗状況としては，外部資金の獲得状況や留学生用宿舎整備などで計画を上回る

成果を上げているなど，全体的に順調に計画を達成している。 

１１１１．．．．ポイントポイントポイントポイント制制制制によるによるによるによる教員人件費管理教員人件費管理教員人件費管理教員人件費管理システムシステムシステムシステムのののの導入導入導入導入 

法人化による人件費総額管理のメリットを生かし，研究科等における柔軟な教員組織編制を

可能とするために，平成 18 年度から，各研究科等の教員数をポイント（教授：1.00，助教

授：0.798，講師：0.748，助手：0.604）に置き換えた「ポイント制教員人件費管理システ

ム」を導入した。各研究科等のポイント総計を算出し，各研究科等はその総ポイント内であれ

ば，職種及び員数にとらわれない教員の配置が可能となった。 

また，空き定員による人件費の余剰を利用していた従来の全学運用定員制度から，教員の総

人件費の４％を総長の下にあらかじめ留保し，期限を付して研究科等に機動的に配分する全学

運用教員制度へと移行した。さらに，女性教員の積極的採用のためのポジティブ・アクション

として，この人件費枠から女性教員の採用数に応じて研究科等にポイントを付加することとし

た。 

２２２２．．．．教育研究支援本部教育研究支援本部教育研究支援本部教育研究支援本部のののの設置設置設置設置 

教育研究支援職員を適切に配置するため，全学的視点に立った技術職員の一元管理を目的と

する「教育研究支援本部（仮称）設置準備ＷＧ」を設置して検討を行い，「教室系技術職員に

関する基本方針（教育研究支援本部構想案）」の取りまとめを行った。この基本方針に基づき

平成 19 年３月に「教育研究支援本部」を設置し，研究科等に配置されている技術職員に関す

る情報の管理，全学的視野からの研修などを行うこととし，併せて技術職員の全学的な教育研

究支援機能を充実させるための具体的な方策を引き続き同本部で検討することとした。 

３３３３．．．．学校教育法改正学校教育法改正学校教育法改正学校教育法改正にににに伴伴伴伴うううう新新新新たなたなたなたな教員教員教員教員のののの職職職職へのへのへのへの対応対応対応対応 

平成 19 年４月からの改正学校教育法の施行に伴い，本学においても，助教授を准教授に，

助手を助教及び助手に移行させることを決定した。新たに設けられた助教職については，改正

学校教育法の趣旨に則して，上位職へのキャリアパスとして位置づけ，新規に採用される助教

に対して任期制を適用するための基本方針を策定し，準備を終えた研究科等から順次導入する

こととした。 

４４４４．．．．教育教育教育教育・・・・研究活動研究活動研究活動研究活動のののの活性化活性化活性化活性化にににに関関関関するするするする方策方策方策方策のののの実施実施実施実施 

教育・研究活動の活性化を促す方策として，傾斜配分，特任教員制度，スタートアップ特別

支援事業，サバティカル研修制度の諸施策を導入した。 

５５５５．．．．運営組織等運営組織等運営組織等運営組織等のののの点検評価点検評価点検評価点検評価のののの実施実施実施実施 

これまでの本学の意志決定過程を再検証し，より効率的でかつ透明性の高いシステムへの改

善を図るため，役員，役員補佐，研究科等の長などに対してアンケート調査を実施し，その活

動状況の点検評価を実施した。この点検評価で，法人化以降のトップマネージメントについて

は，効率的な大学運営という観点から概ね肯定的な評価を得た。また，総長の意志決定に当た

って，部局長等連絡会議などでの意見交換が活発に行われており，大学運営業務における透明

性も確保されていると判断された。 

６６６６．．．．経営協議会経営協議会経営協議会経営協議会のののの活用状況活用状況活用状況活用状況 

経営協議会で得た，観光に関する教育研究組織についての意見を中心に，本学の運営に反映
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させた。 

７７７７．．．．人事評価人事評価人事評価人事評価システムシステムシステムシステム構築構築構築構築のためののためののためののための準備準備準備準備 

事務職員を対象とした能力や業績を的確に把握しうる公正で納得性の高い人事評価システム

については，一般事務の職員を対象とした新たな勤務評定に係る試行を実施するとともに，

「北海道大学事務系職員人事の基本方針」を取りまとめた。 

８８８８．．．．教員教員教員教員のののの業績評価業績評価業績評価業績評価システムシステムシステムシステム導入導入導入導入のののの決定決定決定決定 

教員の業績評価については，「教員の業績評価システムについての基本方針」を策定し，平

成 19年度には，同基本方針に従い，部局毎に具体的な基準を策定することとした。 

９９９９．．．．事務事務事務事務のののの効率化効率化効率化効率化・・・・合理化合理化合理化合理化 

① 事務改善委員会による「国立大学法人北海道大学における事務組織等の在り方につい

て」に基づき，平成 22年４月の部局事務部の事務職員配置数を決定した。 

② 事務改善委員会による「国立大学法人北海道大学における図書関係事務組織の在り方に

ついて」に基づき，平成 18 年４月からは附属図書館北分館の図書管理業務を附属図書館

本館に集中化し，平成 19 月４月からは各部局等の図書管理業務を附属図書館に集中化す

ることとした。 

③ 教室系事務職員の段階的廃止を継続実施した。 

④ 平成 17 年度に引き続き旅費関係業務の電子システム化ならびに当該業務の全面的アウ

トソーシングを行った。また，平成 19 年１月から給与計算関係業務のアウトソーシング

を実施した。 

⑤ 電子届出システムの運用範囲をこれまでの年末調整関係様式から，新たに人事，給与，

共済，宿舎等の申請様式にまで拡大した。 

⑥ 平成 17 年度の事務改善コンクール受賞提案のうち，旅費の概算払いに関する提案など

16 件を実施した。 

10101010．．．．北大北大北大北大フロンティアフロンティアフロンティアフロンティア基金基金基金基金のののの創設創設創設創設 

北海道大学創基 130 年を機に，教育研究基盤の一層の充実を図ることにより本学の使命を達

成することを目的として北大フロンティア基金を創設し，総長を室長とした基金室を設置し

た。 

11. 11. 11. 11. 人件費人件費人件費人件費のののの抑制抑制抑制抑制 

教員人件費を効率化係数に応じて抑制することに対応できる柔軟な人件費管理の方法として

「ポイント制教員人件費管理システム」を導入した。なお，事務職員については，中期計画期

間中に 130 人の削減を実施することを平成 16 年度に決定し，部局別の削減数については平成

17 年 11 月に最終決定している。平成 17 年 12 月末の閣議決定により，総人件費の削減が求め

られることになったが，今期計画期間中に４％の削減が可能であり，これら既存の計画により

対応することとした。これらの対応策により，平成 18 年度の削減実績は前年度比 1.4％とな

った。 

12121212．．．．北大関連商品北大関連商品北大関連商品北大関連商品のののの販売販売販売販売 

国立大学法人という制度的制約の中でも可能な範囲で，北大の広報活動，教育研究成果の普

及活用事業の一環として，北海道大学の名称および商標を使用した北大関連商品の販売を行っ

ている。そのうち，民間企業の事業としての本学認定商品売り上げは平成 18 年度から商標許
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諾使用料の対象となった。平成 18 年度の認定商品等の総売り上げは２億２千５百万円に達し

たため，商標許諾使用料収入は 643 万円となった。 

13131313．．．．大学大学大学大学情報情報情報情報データベースシステムデータベースシステムデータベースシステムデータベースシステムのののの稼働開始稼働開始稼働開始稼働開始 

自己点検評価，法人評価，認証評価等に必要不可欠な本学のデータを一元的に集約・蓄積

し，評価に迅速かつ効率的に利用するためのシステムを構築し，平成 19 年２月に稼働を開始

した。 

14141414．．．．キャンパスキャンパスキャンパスキャンパス・・・・マスタープランマスタープランマスタープランマスタープランのののの再検討再検討再検討再検討 

本学は平成８年（1996 年）に「北海道大学キャンパス・マスタープラン 96」を策定した

が，それ以降の財政状況や社会情勢の変化，教育研究の新たな進展による施設需要等に応える

ために，キャンパス・マスタープラン検討部会で緑地計画・構内交通計画等を含めた総合的な

検討を行い，「キャンパス・マスタープラン 2006（案）」としてまとめた。 

15151515．．．．耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ 

本学の耐震診断対象建物のうち，24 万９千㎡を耐震化する必要がある。特に耐震性が著し

く低い建物については，耐震化とあわせた老朽化対策を実施するため，平成 18 年度は未診断

となっていた 59 施設すべての耐震診断を実施した。また，平成 18 年度の補正予算により，低

温科学研究所研究棟，文学研究科研究棟など７棟の耐震補強工事と，電子科学研究所研究棟な

ど３棟の危険建物の改築工事が予算化され，安全な教育研究環境を確保できることとなった。 

16161616．．．．アスベストアスベストアスベストアスベスト対策対策対策対策 

アスベスト対策については，吹付けアスベスト及び含有アスベスト吹付け材について，「石

綿をその重量の１％を超えて含有するもの」で，露出しているものを対象に除去等対策工事を

実施し，平成 19 年３月までに対策工事をすべて完了した。 

17171717．．．．教育研究組織教育研究組織教育研究組織教育研究組織のののの整備整備整備整備 

法人化にともなって，大学の主導による教育研究組織の適切な改編が求められ，かつ実現可

能となった。本学においては，新しい複合領域での研究と教育の展開を目的とした，部局横断

的な改組による「先端生命科学研究院・生命科学院」を平成 18 年４月に設置した。さらに，

総長の主導で，国の基本政策や産業界からの要請などをふまえて，北海道に立地する基幹総合

大学にふさわしい研究と教育の内容を備えた観光学に関する教育研究組織の整備を進め，平成

18 年４月に「観光学高等研究センター」を学内共同教育研究施設として設置するとともに，

教育組織として，平成 19 年４月に「国際広報メディア研究科」を「国際広報メディア・観光

学院」に拡大改組し，「観光創造専攻」を設置する準備を行った。また，平成 19 年４月に，

アイヌ・先住少数民族との協同を基本に据えて学際的で高度な研究教育を行う「アイヌ・先住

民研究センター」を学内共同教育研究施設として設置することとし，準備を行った。 

18181818．．．．入試広報関係入試広報関係入試広報関係入試広報関係のののの整備整備整備整備 

アドミッションセンターでは，本学のアドミッション・ポリシーにもとづいて，ホームペー

ジの改訂，入試広報ＤＶＤ「学びのフロンティア」の活用，進学説明会などの広範な入試広報

活動を行った。 

11119999．．．．新教育課程新教育課程新教育課程新教育課程のののの開始開始開始開始 

平成 18 年度から新教育課程を導入し，授業内容の標準化（共通教科書の作成等），ＩＴの

活用（ＣＡＬＬオンライン授業，初習理科パイロット授業）等による授業を改善した。また，
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昨年度に試行したＧＰＡ制度を改善して本格利用を始めた。同時に，新入学者の第１年次履修

登録単位数の上限設定を導入し，「単位の実質化」の取組み（授業の実質化，学生の自主的学

習の促進）を進め，学士課程教育の一大改革の第一歩を踏み出した。さらに，学生及び教員に

対するアンケート調査等により教育改革の成果を検証した。 

20202020．．．．教育改善教育改善教育改善教育改善・・・・教育改革教育改革教育改革教育改革をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした教育教育教育教育プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトのののの推進推進推進推進とととと展開展開展開展開 

全学ならびに各部局が推進した教育改善・改革の取組は次のとおりである。 

① 文部科学省公募プログラム「魅力ある大学院教育イニシアティブ」に２件が採択され

た。 

② 文部科学省の教育改革支援事業に採択された本学の 15 の取組を取りまとめた「魅力あ

る大学教育フォーラム・パネル展」を実施した。 

③ 重点配分経費による教育改革支援として，教育プログラムの開発 11件を支援した。 

④ 北海道大学ＯＣＷ（オープンコースウェア）プロジェクトの展開 

21212121．．．．就職支援活動就職支援活動就職支援活動就職支援活動のののの推進推進推進推進 

キャリアセンターが中心となって，本学連合同窓会と共催した企業等研究セミナー開催，部

局と連携したキャリア支援活動，卒業生や企業へのアンケート調査等の実施，就職ガイダン

ス・セミナーの開催等の就職支援活動を推進した。 

22222222．．．．21212121 世紀世紀世紀世紀ＣＯＥＣＯＥＣＯＥＣＯＥプログラムプログラムプログラムプログラムのののの支援支援支援支援 

21 世紀ＣＯＥプログラムの組織的推進のために設置された「ＣＯＥ推進会議」が中心とな

って，採択プログラムの実施・運営・点検等を行った。本学では 12 件の 21 世紀ＣＯＥプログ

ラムが採択されているが，平成 18 年度には２拠点の中間審査が行われ，いずれもＢ評価と概

ね良い評価を受けた。 

23232323．．．．包括連携包括連携包括連携包括連携とととと地域連携地域連携地域連携地域連携のののの推進推進推進推進 

個別の連携企業との関係をより深め，成果を実りあるものにすべく，重点配分経費から，包

括連携協定のもとでの共同研究の発展支援予算を計上し，連携プログラム推進のための交流会

支援及び，新規課題のスタートアップ経費に充てた。包括連携協定は１社増え，累計で９社３

機関となった。 

24242424．．．．重点配分経費重点配分経費重点配分経費重点配分経費によるによるによるによる研究支援研究支援研究支援研究支援のののの定着定着定着定着 

重点配分経費のうち，プロジェクト経費 7,800 万円を学内公募で活用した。この措置は学内

の研究プロジェクトの進展を目指したものであり，大型科研などの外部資金への申請を促す効

果が見られた。 

25252525．．．．研究拠点形成研究拠点形成研究拠点形成研究拠点形成のののの展開展開展開展開 

平成 18 年度の研究拠点形成では，先端融合領域イノベーション創出拠点「未来創薬・医療

イノベーション拠点形成」，女性研究者支援モデル育成プログラム「輝け，女性研究者！活か

す・育てる・支えるプラン in北大」の２件が採択された。 

26262626．．．．国際交流国際交流国際交流国際交流のののの展開展開展開展開 

本学の国際交流の全学的展開及び全学的環境整備を図るとともに，「持続可能な開発」を中

核においた国際戦略強化プログラムの展開，北京オフィスの設置と活用，留学生用宿舎の整備

計画，国際開発協力の組織的推進，「北東アジア戦略」の具体的活動の定着と拡大等の戦略的

活動を展開した。 
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27272727．．．．女性研究者支援女性研究者支援女性研究者支援女性研究者支援のののの展開展開展開展開 

女性研究者支援では，男女共同参画担当副理事の配置，女性研究者支援室の設置，科学技術

振興調整費「女性研究者支援モデルプラン」の実施，女性教員の積極的採用のためのポジティ

ブ・アクション北大方式の導入など，総合的に展開した。 

28282828．．．．病院病院病院病院のののの整備整備整備整備・・・・充実充実充実充実 

本学病院では平成 17 年度に設置した「病院執行会議」で，教育・研究，診療及び運営に関

する重要事項を審議しており，その結果として，平成 18 年度は，卒後臨床研修の充実，看護

師の純増計画策定と実施，在院日数の短縮とコストダウンなど，病院の整備・充実が実現し

た。 

 

３．事務所等の所在地（主要施設のみ記載） 

  北海道大学（札幌キャンパス） 北海道札幌市 

  北海道大学（函館キャンパス） 北海道函館市 

 

４．資本金の状況 

  154,899,426,230円（全額 政府出資） 

 

５．役員の状況 

  役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事７人，監事２人。任期は国

立大学法人法第１５条及び国立大学法人北海道大学総長の任期に関する規程並びに国立大学法

人北海道大学理事の任命及び任期に関する規程の定めるところによる。 

役 職 氏 名 就任年月日 主な経歴 

総長 中村睦男 
平成16年４月１日～ 
平成19年４月30日 

北海道大学総長 

理事 佐伯 浩 〃 北海道大学副学長 

理事 長田義仁 〃 北海道大学副学長 

理事 岸浪建史 
平成16年４月１日～ 
平成19年３月30日 北海道大学工学研究科長 

理事 逸見勝亮 
平成17年５月１日～ 
平成19年４月30日 北海道大学教育学研究科長 

理事 林 忠行 
平成18年４月１日～ 
平成19年４月30日 

北海道大学スラブ研究センター長 

理事 鋳山賢一 
平成17年５月１日～ 
平成19年４月30日 日本政策投資銀行中国支店長 

理事 遠藤 啓 
平成17年５月１日～ 
平成19年３月31日 

内閣府経済社会総合研究所総括政
策研究官 

監事 大塚榮子 
平成16年４月１日～ 
平成20年３月31日 

独立行政法人産業技術総合研究所
フェロー 

監事（非常勤） 伊東 孝 〃 
弁護士・公認会計士（伊東孝法律
会計事務所長） 

 

６．職員の状況 

  教員 ４,５４２人（うち常勤２，１４３人，非常勤２，３９９人） 

  職員 ２,６６１人（うち常勤１，８８８人，非常勤  ７７３人） 
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７．学部等の構成 

学部 文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

歯学部 

薬学部 

工学部 

農学部 

獣医学部 

水産学部 

大学院 文学研究科 

教育学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

医学研究科 

歯学研究科 

工学研究科 

獣医学研究科 

国際広報メディア研究科 

情報科学研究科 

水産科学院・水産科学研究院 

環境科学院・地球環境科学研究院 

公共政策学教育部・公共政策学連携研究部 

理学院・理学研究院 

薬学研究院 

農学院・農学研究院 

生命科学院・先端生命科学研究院 

附置研究所 低温科学研究所 

電子科学研究所 

遺伝子病制御研究所 
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８．学生の状況 

    (1) (1) (1) (1) 学部学部学部学部    

学 生 聴講生 科目等履修生 研究生 特別聴講学生 計 

11,493人 12人 36人 53人 46人 11,640人 

    (2) (2) (2) (2) 研究所等研究所等研究所等研究所等    

研究生 特別研究学生 
日本語・日本
文化研修生 

日本語研修生 計 

14人 １人 18人 21人 54人 

    (3) (3) (3) (3) 医療技術短期大学部医療技術短期大学部医療技術短期大学部医療技術短期大学部    

学 生 

29人 

    (4) (4) (4) (4) 大学院大学院大学院大学院    

修士課程 
専門職学
位課程 

博士課程 聴講生 
科目等履
修生 

研究生 
特別聴講
学生 

特別研究
学生 

計 

3,396人 375人 2,384人 ６人 ８人 161人 10人 17人 6,357人 

 

９．設立の根拠となる法律名 

  国立大学法人法 

 

10．主務大臣 

  文部科学大臣 

 

11．沿革 

「開拓使仮学校及び札幌学校時代」1869年～ 

明治2年（1869）7月 開拓使が設置された 

 5年（1872）3月 開拓使仮学校を東京芝増上寺内に置いた（同年４月開校） 

8年（1875）7月 開拓使仮学校を札幌（現：中央区北２西２）に移し札幌学校と改称した 

「札幌農学校時代」1876年～ 

明治9年（1876）8月 
札幌学校を札幌農学校と改称し，14日（現：本学開学記念日）開校式を挙行し
た（同年9月8日正式名称となった） 

11年（1878）10月 演武場（現在の時計台）が竣功した 

15年（1882）3月 札幌農学校が農商務省所轄となり7月同省農務局の所属となった 

16年（1883）2月 札幌農学校が農商務省北海道事業管理局の所属となった 

19年（1886）2月 札幌農学校が北海道庁の所管となった 

28年（1895）4月 札幌農学校が文部省直轄となった 

36年（1903）7月 新校舎が落成し現在地へ移転した 

「東北帝国大学農科大学時代」1907年～ 

明治40年（1907）6月 東北帝国大学が設置（仙台市）された 

〃 
札幌農学校が東北帝国大学農科大学となり，予備教育機関である大学予科を付
設した（同年9月開学式を挙行） 
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「北海道帝国大学時代」1918年～ 

大正7年（1918）4月 
北海道帝国大学が設置され，東北帝国大学農科大学が北海道帝国大学農科大学
となった 

8年（1919）2月 北海道帝国大学農科大学が農学部と改められた 

〃 医学部が設置された 

10年（1921）4月 医学部附属医院が設置された（同年11月診療開始） 

13年（1924）9月 工学部が設置された 

昭和5年（1930）4月 理学部が設置された 

16年（1941）11月 低温科学研究所が設置された 

18年（1943）1月 触媒研究所が設置された 

〃 超短波研究所が設置された 

20年（1945）6月 事務局及び学生部が設置された 

21年（1946）3月 超短波研究所を応用電気研究所と改称した 

22年（1947）4月 法文学部が設置された 

「北海道大学時代」1947年～ 

昭和22年（1947）10月 北海道帝国大学が北海道大学になった 

24年（1949）5月 
国立学校設置法が公布・施行され新制の北海道大学（法文・教育・理・医・
工・農・水産（函館市）の各学部）となった 

〃 医学部附属医院を医学部附属病院と改称した 

6月 教養学科（昭26．4から一般教養部）が設置された 

25年（1950）3月 大学予科が廃止された 

4月 結核研究所が設置された 

〃 法文学部が文学部と法経学部に分離した 

27年（1952）4月 獣医学部が設置された 

28年（1953）4月 
新制大学院（文・教育・法・経済・理・工・農・獣医・水産の各研究科）が設
置された 

8月 法経学部が法学部，経済学部に分離した 

30年（1955）4月 大学院医学研究科が設置された 

32年（1957）7月 一般教養部を教養部と改めた 

33年（1958）4月 大学院薬学研究科が設置された 

36年（1961）5月 工業教員養成所が設置された（昭44．3閉鎖） 

40年（1965）4月 薬学部が設置された 

42年（1967）6月 歯学部が設置された 

8月 歯学部附属病院が開院した 

45年（1970）4月 大型計算機センター（全国共同利用施設）が設置された 

47年（1972）5月 保健管理センターが設置された 

〃 体育指導センターが設置された 

49年（1974）4月 大学院歯学研究科が設置された 

6月 結核研究所が免疫科学研究所に改組された 

52年（1977）4月 大学院環境科学研究科（独立研究科）が設置された 
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53年（1978）4月 スラブ研究センターが設置された 

〃 アイソトープ総合センターが設置された 

54年（1979）4月 情報処理教育センターが設置された 

〃 機器分析センターが設置された 

55年（1980）10月 医療技術短期大学部が設置された（学長は北海道大学長が兼ねる） 

56年（1981）4月 言語文化部が設置された 

〃 実験生物センターが設置された 

60年（1985）4月 遺伝子実験施設が設置された 

平成元年（1989）5月 
触媒研究所が廃止され，触媒化学研究センター（全国共同利用施設）が設置さ
れた 

2年（1990）6月 スラブ研究センターが全国共同利用施設となった 

3年（1991）4月 留学生センターが設置された 

〃 量子界面エレクトロニクス研究センターが設置された 

4年（1992）4月 応用電気研究所が電子科学研究所に改組された 

5年（1993）4月 
大学院環境科学研究科が廃止され，大学院地球環境科学研究科（独立研究科）
が設置された 

6年（1994）6月 エネルギー先端工学研究センターが設置された 

7年（1995）4月 副学長が置かれた 

〃 教養部が廃止された 

〃 高等教育機能開発総合センターが設置された 

〃 低温科学研究所が全国共同利用の研究所に改組された 

〃 
大学院理学研究科及び獣医学研究科が大学院講座制に移行（いわゆる大学院重
点化）完了した 

8年（1996）5月 先端科学技術共同研究センターが設置された 

9年（1997）4月 大学院工学研究科が大学院講座制に移行完了した 

10年（1998）4月 大学院薬学研究科が大学院講座制に移行完了した 

〃 触媒化学研究センターが改組された 

11年（1999）4月 大学院農学研究科が大学院講座制に移行完了した 

〃 
情報処理教育センターが廃止され，情報メディア教育研究総合センターが設置
された 

〃 総合博物館が設置された 

12年（2000）4月 
大学院文学研究科，大学院教育学研究科，大学院法学研究科，大学院経済学研
究科，大学院医学研究科，大学院歯学研究科，大学院水産科学研究科が大学院
講座制に移行完了した 

〃 大学院国際広報メディア研究科（独立研究科）が設置された 

〃 
免疫科学研究所の改組及び医学部附属癌研究施設の廃止により遺伝子病制御研
究所が設置された 

13年（2001）4月 

北方生物圏フィールド科学センターの設置に伴い，理学部附属臨海実験所，理
学部附属海藻研究施設，農学部附属植物園，農学部附属農場，農学部附属演習
林，農学部附属牧場，水産学部附属洞爺湖臨湖実験所，水産学部附属臼尻水産
実験所，水産学部附属七飯養魚実習施設が廃止された 

〃 
先端科学技術共同研究センターの整備に伴い，理学部附属動物染色体研究施
設，実験生物センター，遺伝子実験施設が廃止された 

〃 
量子界面エレクトロニクス研究センターが廃止され，量子集積エレクトロニク
ス研究センターが設置された 

15年（2003）4月 
大型計算機センター及び情報メディア教育研究総合センターが廃止され，情報
基盤センターが設置された 
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9月 脳科学研究センターが設置された 

10月 
医学部附属病院と歯学部附属病院との統合による改組により，北海道大学病院
となった 

〃 知的財産本部が設置された 

「国立大学法人北海道大学時代」2004年～ 

平成16年（2004）4月 大学院情報科学研究科（独立研究科）が設置された 

〃 
エネルギー先端工学研究センターが廃止され，エネルギー変換マテリアル研究
センターが設置された 

17年（2005）4月 
大学院水産科学研究科が廃止され，大学院水産科学院及び大学院水産科学研究
院が設置された 

〃 大学院地球環境科学研究科（独立研究科）が廃止され，大学院環境科学院及び
大学院地球環境科学研究院が設置された 

〃 大学院公共政策学教育部（専門職大学院）及び大学院公共政策学連携研究部が
設置された 

〃 先端科学技術共同研究センター及び創成科学研究機構が統合され，創成科学共
同研究機構が設置された 

〃 体育指導センターが高等教育機能開発総合センターに統合された 

〃 北ユーラシア・北太平洋地域研究センターが廃止された 

〃 人獣共通感染症リサーチセンターが設置された 

〃 アドミッションセンターが設置された 

5月 大学文書館が設置された 

18年（2006）4月 
大学院理学研究科及び大学院薬学研究科が廃止され，大学院理学院及び大学院
理学研究院並びに大学院薬学研究院並びに大学院生命科学院及び大学院先端生
命科学研究院が設置された 

〃 大学院農学研究科が廃止され，大学院農学院及び大学院農学研究院が設置され
た 

〃 観光学高等研究センターが設置された 

19年（2007）3月 医療技術短期大学部が廃止された 

 

12．経営協議会・教育研究評議会 

 ○○○○    経営協議会経営協議会経営協議会経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関） 

氏  名 現  職 

（学内委員） 

中村 睦男 総長 

佐伯 浩 理事 

長田 義仁 理事 

岸浪 建史 理事 

逸見 勝亮 理事 

林 忠行 理事 

鋳山 賢一 理事 

遠藤 啓 理事 

栗生澤 猛夫 大学院文学研究科長 

本間 研一 大学院医学研究科長 

宮坂 和男 北海道大学病院長 

笹木 敬司 電子科学研究所長 
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（学外委員） 

内山 俊一 
(～18. 7.19) 

北海道経済産業局長 

深野 弘行 
(18. 7.20～) 

北海道経済産業局長 

小原 信夫 
北海道高等学校長協会会長 
札幌東高等学校長 

柹田 章 
社団法人日本私立医科大学協会常勤参与 
北里大学名誉教授 

川上 潤三 （株）日立製作所執行役専務，研究開発本部長 

今野 由梨 
ダイヤル・サービス（株）代表取締役社長・ＣＥＯ 
（株）生活科学研究所 代表取締役所長 
（財）２００１年日本委員会 理事長 

成田 教子 弁護士 成田教子法律事務所 

新田 博 
(～18. 6.30) 

北海道新聞社論説主幹 

江尻 司 
(18. 7. 1～) 

北海道新聞社論説主幹 

松田 昌士 
北海道大学連合同窓会会長 
東日本旅客鉄道（株）相談役 

南山 英雄 
北海道経済連合会会長 
北海道電力（株）取締役会長 

山田 家正 
前小樽商科大学長 
小樽商科大学名誉教授 

山本 邦彦 北海道副知事 

横山 清 
（株）アークス代表取締役社長 
（株）ラルズ代表取締役社長 

 

 ○○○○    教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）    

氏  名 現  職 

中村 睦男 総 長 

佐伯 浩 理 事 

長田 義仁 理 事 

岸浪 建史 理 事 

逸見 勝亮 理事・図書館長 

林 忠行 理 事 

鋳山 賢一 理 事 

遠藤 啓 理 事 

栗生澤 猛夫 大学院文学研究科 

南部 曻 大学院文学研究科 

鈴木 敏正 大学院教育学研究科 

青木 紀 大学院教育学研究科 

岡田 信弘 
(～18.12.14) 

大学院法学研究科 

常本 照樹 
(18.12.15～) 

大学院法学研究科 

瀨川 信久 大学院法学研究科 

井上 久志 大学院経済学研究科 

関口 恭毅 大学院経済学研究科 
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本間 研一 大学院医学研究科 

松野 一彦 大学院医学研究科 

戸塚 靖則 大学院歯学研究科 

吉田 重光 大学院歯学研究科 

三上 隆 大学院工学研究科 

高橋 英明 大学院工学研究科 

梅村 孝司 大学院獣医学研究科 

高橋 芳幸 大学院獣医学研究科 

山田 吉二郎 大学院国際広報メディア研究科 

小柴 正則 大学院情報科学研究科 

原 彰彦 大学院水産科学研究院 

吉水 守 大学院水産科学研究院 

池田 元美 大学院地球環境科学研究院 

岡田 尚武 大学院理学研究院 

伊土 政幸 大学院理学研究院 

横沢 英良 大学院薬学研究院 

加茂 直樹 大学院薬学研究院 

諏訪 正明 大学院農学研究院 

松井 博和 大学院農学研究院 

五十嵐 靖之 大学院先端生命科学研究院 

宮脇 淳 大学院公共政策学連携研究部 

宮坂 和男 北海道大学病院 

杉浦 秀一 言語文化部 

若土 正曉 低温科学研究所 

笹木 敬司 電子科学研究所 

上出 利光 遺伝子病制御研究所 

上田 渉 触媒化学研究センター 

松里 公孝 スラブ研究センター 

山本 強 情報基盤センター 

笹 賀一郎 北方生物圏フィールド科学センター 
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「事業の実施状況」 

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上 

 １．教育に関する実施状況  

  (1) 教育の成果に関する実施状況 ………………………………………… 別添１－１ 

  (2) 教育内容等に関する実施状況 ………………………………………… 別添１－２ 

  (3) 教育の実施体制等に関する実施状況 ………………………………… 別添１－３ 

  (4) 学生への支援に関する実施状況 ……………………………………… 別添１－４ 

 ２．研究に関する実施状況 

     (1) 研究水準及び研究の成果等に関する実施状況 ……………………… 別添１－５ 

  (2) 研究実施体制等の整備に関する実施状況 …………………………… 別添１－６ 

 ３．その他の実施状況 

     (1) 社会との連携，国際交流等に関する実施状況 ……………………… 別添１－７ 

  (2) 附属病院に関する実施状況 …………………………………………… 別添１－８ 

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化 

 １．運営体制の改善に関する実施状況 ……………………………………… 別添２－１ 

 ２．教育研究組織の見直しに関する実施状況 ……………………………… 別添２－２ 

 ３．人事の適正化に関する実施状況 ………………………………………… 別添２－３ 

 ４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況 …………………………… 別添２－４ 

Ⅲ．財務内容の改善 

 １．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況 …………… 別添３－１ 

 ２．経費の抑制に関する実施状況 …………………………………………… 別添３－２ 

 ３．資産の運用管理の改善に関する実施状況 ……………………………… 別添３－３ 

Ⅳ．自己点検・評価及び情報の提供 

 １．評価の充実に関する実施状況 …………………………………………… 別添４－１ 

 ２．情報公開の推進に関する実施状況 ……………………………………… 別添４－２ 

Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項 

 １．施設設備の整備・活用等に関する実施状況 …………………………… 別添５－１ 

 ２．安全管理に関する実施状況 ……………………………………………… 別添５－２ 
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Ⅵ．予算（人件費見積含む。），収支計画及び資金計画 

 １．予算                               （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算） 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 補助金等収入 

 国立大学財務・経営センター施設費交付金 

 自己収入 

  授業料、入学金及び検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 貸付回収金 

 承継剰余金 

 旧法人承継積立金 

 目的積立金取崩 

計 

 

42,891 

1,634 

0 

0 

464 

113 

31,099 

10,163 

20,485 

0 

451 

8,620 

0 

0 

137 

0 

0 

84,961 

 

42,891 

1,634 

0 

0 

477 

113 

31,465 

10,192 

20,608 

2 

660 

10,629 

0 

0 

0 

0 

0 

87,211 

 

0 

0 

0 

0 

13 

0 

365 

29 

123 

2 

209 

2,009 

0 

0 

△137 

0 

0 

2,250 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

貸付金 

 長期借入金償還金 

 国立大学財務・経営センター施設費納付金 

計 

 

59,936 

41,012 

18,924 

9,356 

1,747 

0 

464 

8,623 

0 

4,832 

0 

84,961 

 

57,948 

38,100 

19,847 

8,635 

1,747 

0 

464 

10,356 

0 

4,834 

0 

83,987 

 

△1,988 

△2,911 

922 

△720 

0 

0 

0 

1,733 

0 

1 

0 

△974 

 

 ２．人件費                              （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算） 

人件費（退職手当は除く） 40,518 38,879 △1,639 
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 ３．収支計画                             （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算） 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究経費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  補助金等収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  施設費収益 

財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返補助金等戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

80,614 

80,477 

70,961 

9,656 

10,818 

5,569 

166 

27,375 

17,374 

2,741 

1,254 

0 

5,519 

137 

 

83,737 

83,600 

41,769 

7,550 

1,343 

304 

20,485 

450 

5,569 

2,105 

0 

0 

1,155 

516 

3 

644 

1,700 

137 

3,123 

0 

3,123 

81,593 

81,283 

71,447 

9,853 

10,953 

6,891 

167 

26,844 

16,736 

2,923 

1,275 

0 

5,637 

309 

 

87,079 

87,007 

41,406 

8,324 

1,370 

305 

20,633 

447 

6,979 

2,060 

710 

66 

1,638 

549 

11 

717 

1,785 

71 

5,485 

0 

5,485 

979 

806 

486 

197 

134 

1,321 

0 

△530 

△637 

182 

20 

0 

117 

172 

 

3,341 

3,407 

△362 

773 

26 

1 

148 

△2 

1,409 

△45 

710 

66 

483 

32 

7 

73 

85 

△65 

2,362 

0 

2,362 
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 ４．資金計画                             （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算） 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学金検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

    補助金等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

91,917 

73,539 

4,790 

6,631 

6,956 

 

91,917 

83,076 

42,891 

10,163 

20,485 

5,569 

464 

2,345 

1,156 

1,747 

1,747 

0 

0 

7,093 

176,120 

72,627 

92,100 

6,612 

4,780 

 

176,120 

85,644 

42,891 

10,188 

20,608 

7,036 

477 

2,545 

1,896 

82,980 

1,747 

81,232 

0 

7,496 

84,203 

△ 912 

87,310 

△ 19 

△ 2,175 

 

84,203 

2,568 

0 

24 

123 

1,466 

13 

199 

740 

81,232 

0 

81,232 

0 

402 

 

Ⅶ．短期借入金の限度額 

年度計画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 

１０７億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ

することも想定される。 

該当なし。 
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Ⅷ．重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

年度計画 実 績 

 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ

ーション北管理部雨龍研究林の土地の一部（北海

道雨竜郡幌加内町，45,995.04㎡）を譲渡する。 

 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ

ーション北管理部雨龍研究林の土地の一部（北海

道雨竜郡幌加内町，45,995.04 ㎡）を譲渡した。 

 （内訳） 

○相手方：国土交通省 

・譲渡年月日：平成 18 年 12 月 7 日 

・用途及び面積：雨竜川基幹河川改修工事敷地 

45,995.04 ㎡ 

 

Ⅸ．剰余金の使途 

年度計画 実 績 

○決算において剰余金が発生した場合は， 

・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

該当なし。 

 

Ⅹ．その他 

 １．施設・設備に関する状況 

年 

度 

計 

画 

（注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い

等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

・アスベスト対策事業 

・札幌団地研究棟改修（文

系） 

・札幌団地人獣共通感染症

リサーチセンター 

・札幌団地環境資源バイオ

サイエンス研究棟改修施

設整備等事業(PFI) 

・小規模改修（営繕事業） 

総額      

１，７４７ 

施設整備費補助金 

（１，６３４） 

船舶建造費補助金 

（  ０） 

長期借入金 

（  ０） 

国立大学財務・経営センター施設

費交付金 

（ １１３） 



 

 - 19 - 

実 

 

 

績 

 

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財  源 

・アスベスト対策事業 

・札幌団地研究棟改修（文

系） 

・札幌団地人獣共通感染症

リサーチセンター 

・札幌団地環境資源バイオ

サイエンス研究棟改修施

設整備等事業（PFI) 

・小規模改修（営繕事業） 

総額      

  １，７４７ 

施設整備費補助金 

（１，６３４） 

船舶建造費補助金 

（  ０） 

長期借入金 

（  ０） 

国立大学財務・経営センター施設

費交付金 

（ １１３） 

 

 ２．人事に関する状況 

年度計画 実 績 

組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を

図るため次の方策を講ずる。 

① 職員の能力や業績を的確に把握しうる公正

で納得性の高い人事評価システムを試行す

る。 

② 平成１７年度に策定した人件費削減計画に

基づき，概ね１％の人件費の削減を図るとと

もに，教員については，ポイント制による人

員管理を行う。 

（参考１）平成１８年度の常勤職員数 

４，０５７人 

また，任期付職員数の見込みを４２人とする。 

（参考２）平成１８年度の人件費総額見込み 

４０，５１８百万円（退職手当は除く） 

別添２－３ 参照 

  

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

 （１）運営費交付金債務の増減額の明細                 （単位：百万円） 

当期振替額 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付金 
運営費交

付金収益 

資産見返

運営費 

交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本 

剰余金 
小計 

期末残高 

１７年度  1,030      0   991 0    0      0      991       39 

１８年度        0   42,891  40,415     954 28      0   41,398    1,493 
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成１７年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 

 

0 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

 

資本剰余金 

 

 

        0 

 

 

成果進行

基準によ

る振替額 

 

 

計 

 

 

0 

 

 

該当なし 

運営費交付金

収益 

 

0 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

 

資本剰余金 

 

        0 

 

期間進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 
 

計 

 

 

0 

 

 

 該当なし 

運営費交付金

収益 

 

991 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

 

資本剰余金 

 

0 

 

費用進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

991 

 

 

①費用進行基準を採用した事業等：特殊要因経費（退職手当） 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：991 

 (人件費：991)  

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 991を収益化。 

 

 

国立大学

法人会計

基準第77

第３項に

よる振替

額 

 

 

 

 

 

0 

 

 

該当なし 

 

 

合計 
 

 
991 
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②平成１８年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 

 

595 

 

資産見返運営

費交付金 

 

157 

 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

 

        28 

 

 

資本剰余金 

 

 

0 

 

成果進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

780 

 

 

 

①成果進行基準を採用した事業等：特別教育研究経費（教育改革,

研究推進，拠点形成，連携融合事業，特別支援事業（国費留学

生経費，卒後臨床研修必修化に伴う研修経費（手当分））） 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：595 

 (人件費：227，消耗品費：122，備品費：75，国内旅費：48， 

 外国旅費：23，諸謝金：11，光熱水料：33，その他の経費：53) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：研究機器185 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 本学における「運営費交付金の収益化の基準」（平成16年12月2

1日総長裁定）及び「成果進行基準取扱要項」（平成16年12月21

日総長裁定）に基づき，成果進行基準を採用した事業のうち，

特別教育研究経費（教育改革，研究推進（下記に記載した以外

の事業），拠点形成，連携融合事業）については、計画通り実

施し順調に進捗していることから運営費交付金を全額収益化。 

 特別教育研究経費（研究推進）のうち， 

  ・知的量子担体（ＩＱチップ）研究開発事業 

  ・感染発癌制圧への包括的戦略研究創出事業 

  ・エネルギー変換媒体材料の開発事業については，平成１８

年度に終了する事業であり，当初の目的を達成したと認め

られることから，運営費交付金を全額収益化。 

・人獣共通感染症リサーチセンターの新設事業については，

設備設置に伴う工事が18年度中に完了しなかったことから

当該費用42百万円を除いた額を収益化。 

 特別支援事業（国費留学生経費，卒後臨床研修必修化に伴う研

修経費）については，予定した在籍者数に満たなかったため，

当該未達分44百万円を除いた額117百万円を収益化。 

運営費交付金

収益 

 

36,589 

 

資産見返運営

費交付金 

 

0 

 

 

資本剰余金 

 

        0 

 

期間進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 
 

計 

 

 

36,589 

 

 

①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費用進行基

準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：36,589 

 (常勤人件費：34,442，その他の経費：2,147) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 学生収容定員が一定数（85％）を満たしていたため，期間進行

業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

 

運営費交付金

収益 

 

3,230 

 

資産見返運営

費交付金 

 

797 

 

 

資本剰余金 

 

0 

 

費用進行

基準によ

る振替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

4,027 

 

 

①費用進行基準を採用した事業等：特別教育研究経費（特別支援

事業（特別支援設備等），特殊要因経費（退職手当，移転費，

建物新営経費，ＰＦＩ実施維持管理経費等）） 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：3,230 

 (人件費：2,898，委託費：163，備品費：44，光熱水料：55，消耗

品費：36，その他の経費：31)  

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：建物等28，研究機器769 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務4,036百万円から平成

17年度において運営費交付金で措置された退職手当の額を超え

て収益化した分9百万円を減額した4,027百万円を収益化。 
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国立大学

法人会計

基準第77

第３項に

よる振替

額 

 

 

 

 

 

0 

 

 

該当なし 

 

 

合計 
 

 
41,398 

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細                   （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

 

成果進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 36百万円 

・当該経費（手当相当分）について在籍者が予定数に達しなかっ

たため，その未達分を債務として繰越したものであり，翌事業

年度において使用の方途がないため，中期目標期間終了時に国

庫返納する予定である。 

国費留学生経費 1百万円 

・国費留学生経費について，研究留学生区分における博士課程在

籍者が予定数に達しなかったため，その未達分を債務として繰

越したものであり,翌事業年度において使用の方途がないため，

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

       0 

 

 

該当なし 

 

 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

休職者給与 1百万円 

・休職者給与の執行残であり，翌事業年度において使用の方途が

ないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

土地建物借料 0百万円 

・土地建物借料の執行残であり，翌事業年度において使用の方途

がないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

 

１７年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

計 

 

 

39 

 

 

 

 

 

１８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別教育研究経費（研究推進） 42百万円 

・人獣共通感染症リサーチセンターの新設事業において，設備設

置に伴う工事が18年度中に完了しなかったことから債務として

繰越したものであり，19年度中に完了見込みであるため，当該

債務は，翌事業年度において収益化する予定である。 

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 40百万円 

・当該経費（手当相当分）について在籍者が予定数に達しなかっ

たため，その未達分を債務として繰越したものであり，翌事業

年度において使用の方途がないため，中期目標期間終了時に国

庫返納する予定である。 

国費留学生経費 4百万円 
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・国費留学生経費について，研究留学生区分における博士課程及

び修士課程の在籍者が予定数に達しなかったため，その未達分

を債務として繰越したものであり，翌事業年度において使用の

方途がないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定であ

る。 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

       0 

 

 

該当なし 

 

 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,407 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職手当 1,406百万円 

・退職手当の執行残であり，翌事業年度以降に使用する予定。 

休職者給与 1百万円 

・休職者給与の執行残であり，翌事業年度において使用の方途が

ないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

土地建物借料 0百万円 

・土地建物借料の執行残であり，翌事業年度において使用の方途

がないため，中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

ＰＦＩ実施維持管理経費等 0百万円 

・ＰＦＩ実施維持管理経費等の執行残であり，翌事業年度におい

て使用の方途がないため，中期目標期間終了時に国庫返納する

予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

1,493 

 

 

 

 

 

XI．関連会社及び関連公益法人等 

 １．特定関連会社 

特定関連会社名 代表者名 

 （該当なし）  

 

 ２．関連会社 

関連会社名 代表者名 

 （該当なし）  

 

 ３．関連公益法人等 

関連公益法人等名 代表者名 

 有限責任中間法人 北海道大学出版会  理事長 佐伯  浩 

 財団法人 協済会  理事長 杉原 平樹 

 財団法人 北海道大学クラーク記念財団  理事長 廣重  力 
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